
 
 
■背景と目的 

全体的な博物館振興を図るため、博物館振興団体がアーツカウンシル機能（人材バンク、資格認定制度、外部資
金の受け入れと分配等）を担うにあたっての体制と事業スキーム、並びに、その機能運営に係る資金を獲得する
新しいスキーム（社会貢献型ファンド等）について、実践的な調査研究を行った。さらに、我が国における博物
館の約８割を占める公立博物館においては、自治体財政のひっ迫を受けて自治体の運営資金だけに依存するので
はなく、寄付などの外部資金を獲得しながら経営基盤を強化することで、持続的、発展的な活動を展開していく
ことが求められている。本事業では特に公立博物館での寄付受け入れに係る構造的課題の分析検討および解決策
の提示などの経営資本の造成について検討するための実証的な調査研究を行った。 
※「アーツカウンシル」という表記に関して、本事業の検討において、定義や内容から「中間支援組織」とするほうが相応しいの

ではないかとの結論に至った。したがって、報告においては「中間支援組織」として記載するものとする。 

 
■推進体制 

本事業は文化庁からの委託を受け、受託者である株式会社丹青研究所が、再委託先である公益財団法人日本博物
館協会と野村證券株式会社と推進した。 
 
■事業の内容 

 
〇各種調査の実施 

・「中間支援組織」「認定制度」「人材派遣」に関する国内外の事例調査 
・「博物館総合調査」をベースとしたニーズ調査 
・「認定制度」「人材派遣」に関して、先行となる取組を推進している組織に対する聞き取り調査 

〇有識者・博物館関係者による検討委員会による協議・検討 
・「文化政策」、「資金調達」、「経営」、「税務・会計」、「アーツカウンシル」、「博物館」の各分野の有識者、
経験者による検討委員会を立ち上げ、3 回の委員会を開催 

 

〇金融機関との研究会開催 
・金融機関である野村證券株式会社を中心とする研究会を立ち上げ、中間支援組織の外部資金調達手法に関
する短期～長期施策、長期目標の把握と展開に向けた課題の整理を実施 

 
 
〇事例調査の実施 

・デスクトップ（インターネット）調査により、公立博物館における寄付受入の事例を抽出 
〇聞き取り調査の実施 

・複数の寄付メニューに取り組んでいる施設や、公立博物館の寄付受入の課題解決につながっていると想定
される施設に対し、聞き取り調査を実施 

 

 
 

※以下の内容は中間支援組織の試案であり、今後のさらなる検討、研究に資するための素材となるものである。 

■役割と機能、実施する事業 

事例調査および検討委員会での協議・検討をふまえ、役割と機能、実施する事業を下記のように整理した。 
 
 
 
 
 
■事業スキームの試案 

協議・検討をふまえた中間支援組織が十分に機能を果たすための事業スキームと体制の試案は下記の通り。 

 
 

事業概要 成果の概要 

①中間支援組織が担うべき役割や機能の検証 

②新しい外部資金調達手法に関する実現可能性調査 
 

③自治体における博物館に関する寄付の受入メニューや構造の把握 

①中間支援組織が担うべき役割や機能 

 

支援 

・助成 
・伴走支援（人材バンク） 
・地域拠点支援 
・博物館登録審査支援 

 

・専門職認定 
・研修 
・長期インターン支援 

調査分析・提言 

・博物館総合調査 
・課題研究 

パイロット事業 

・調査・研究の成果
の実装に向けたプ
ログラム 

社会連携 

・博物館魅力発信 
・ファンドレイズ 
・パブリックリレーシ
ョンズ 
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認定制度・人材育成 
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■認定制度、人材バンクの事業スキーム試案 

協議・検討をふまえた、中間支援組織が実施する認定制度、人材バンクの事業スキームの試案は下記の通り。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■成果の分析 

中間支援組織とは、これからの博物館を支える全てのものをつなぐハブであり、それぞれの関係性がよりよいも
のとなるための支援を行う役割と機能を持つ。「中間支援」とは、下記の意味を持つことを確認した。 
 
博物館と博物館の間にあって、
両者をつなぐ 

博物館の多様なネットワークと密接な連携を図り、現場に寄り添いなが
ら、効率的・効果的な支援を行う 

博物館と、博物館を支える人の
間にあって、両者をつなぐ 

多様な専門分野の人材と博物館をつなぎ、博物館を支える人の裾野を拡
大するとともに、支援する人のキャリアパス形成とモチベーションを提
供する認定機能を持つ 

博物館と社会の間にあって、両
者をつなぐ 

博物館界として、博物館の魅力、価値をわかりやすく、強く、社会に発
信する 

 

 

 

■検討した手法・仕組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②新しい外部資金調達手法に関する実現可能性 
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委託者（寄付者）が金銭を信託し、委託者の意思にしたがっ
て寄付を行う信託。 

個人が公益活動のために財産を提供する場合や、法人が利益
の一部を社会に還元する場合等に、信託銀行に財産を信託、
銀行がその財産を管理・運用し、公益活動を行う制度。 

インターネットを介して不特定多数の人々から少額ずつ資金
を調達する。 

私募債を発行する企業から銀行が受け取る手数料の一部を拠
出し、医療・福祉施設、地域の学校や地方公共団体、または
公益的な活動を行う法人・団体へ寄付を行う。 

金品の贈与。国や地方公共団体、特定公益増進法人などに、
特定寄付金を支出した場合、所得控除を受けることができ
る。 

中間支援組織が発行主体となる債券を発行する。 

株式会社地域経済活性化支援機構法に基づき設立された、地
域経済の活性化に包括的に資する支援、地域の中核企業の事
業再生支援を行うことを目的とする官民ファンド。 

大学ファンドを参考として、中間支援組織に（仮称）博物館
ファンドを設置する。政府の資金拠出を元本に運用益を活用
し、博物館支援のために資金配分を行う。 博物館支援事業を目的とした資金調達として、中間支援組織

が投資信託を設定する。 

(1) 特定寄付信託 (2) 公益信託 

(9)投資信託【(仮称)中間支援組織ファンド】の設定 

(3) クラウドファンディング 

(4) 寄付 

(6) REVIC（地域経済活性化支援機構） 

(5) 寄付型私募債 

(7) (仮称)中間支援組織債券の発行 

(8) (仮称)博物館ファンドの創設 

2 



 
■外部資金獲得において重視すべきこと 

金融の観点から、中間支援組織における外部資金獲得においては、下記を重視する必要があることを確認した。 
①中間支援組織の資産の活用および資産拡大 
 有価証券投資、保有不動産の活用など、中間支援組織の自己資産（基本財産、特定資産等）の運用 
 博物館などの組織・団体だけでなく、広く一般の個人や団体会員等の拡大による会費収入の拡大 

②投資家、寄付者から見た魅力 
 種類 魅力となる要素 

投資家 

株式 
パフォーマンス（値上がり、配当、株主優待 など）／企業そのものへの思い（企業理念や取り組
み、経営財務の安定性、成長性） 

債券 
パフォーマンス（金利、償還差益、為替などトータルリターン、安定性）／発行企業への思い（企
業理念や取り組み、調達資金の用途、経営財務の安定性） 

投資信託 

組成コンセプトへの賛同（共感）（ファンドテーマ、投資する意図、SDGs、ESG、環境、マーケッ
ト等）／パフォーマンス（値上がり、分配金）／専門家による運用（分散投資の安定性）／信託財
産としての安全性／制度の充実（新NISA） 等 

寄付者 寄付 
起案者（プロジェクト）への共感／自分の思いを具現化できる／返礼品（リターン）の魅力／寄付
金控除／寄付先の活動状況を知ることができる 等 

③経営財務の観点から共通して必要な（求められる）もの 
中間支援組織として必要な機能、ガバナンスとして、存在のコンセプトが明確であること、経営財務体制、事業
計画書、組織、人事、定性的な側面（将来構想、ビジョン、思い等）を考慮し経営していくことが必要 
 
■今後の具体的展開 

今後の展開のロードマップの案として、検討した手法・仕組みを短期施策から長期目標まで整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■成果の分析 

中間支援組織の新しい外部資金獲得に対しては下記が成果として導き出された。 
〇投資（支援）する対象の魅力、投資（支援）する意義の理解、共感が重要 
〇社会において博物館を支援することが寄付、投資の選択肢として当たり前のものとなるよう、できるところか
ら取り組み、実績を社会に示すことで支援の空気感を醸成し、拡大させていくことが重要 

〇短期施策としては、中間支援組織による博物館に関するクラウドファンディングの支援（プロジェクトを取り
まとめたサブ・ポータルの構築）ができそうである 

 
 

 
 
 
■自治体および公立博物館が取り組める寄付受入メニュー 

事例調査において、自治体および公立博物館では下記のような寄付受入メニューが見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■公立博物館における寄付受入の課題への解決策の試案 

公立博物館の寄付受入の課題に対して、下記のような解決策が考えられる。 
 

課題 解決策の試案 

寄付が博物館の経営基盤強化につながっていない 
博物館に寄付の受け皿がない 

基金の創設（寄付を博物館の運営・事業全般に活用できるようにするた
め、使途を限定しないことが重要）／博物館に関連する団体に寄付を受
け入れてもらう 

単年度会計のため、受け入れた寄付をそのまま博
物館事業に使うことができない 

同一年度中に寄付を受け入れて活用するには、前年度の予算要求の際
に、寄付金額を予測して歳入に計上、歳出には寄付が集まれば実施する
事業の予算を計上する方法がある。財政部局との交渉が必要となる 

ふるさと納税の仕組みを十分に活用できていない 
寄付者が選ぶ寄付金使途のラインナップに博物館事業を載せられるよう
内部で交渉／ふるさと納税型クラウドファンディングを活用／企業版ふ
るさと納税を活用 

寄付を受け入れるほど、ディスインセンティブが
働くのではないかという懸念がある 

基本的な運営経費に対する寄付を求めるのではなく、「プラスα」の事業
に活用する寄付を集める 

 
■成果の分析 

公立博物館の寄付受入に関しては、下記の重要性を確認した。 
〇寄付者や受け皿となる支援団体等との関係性づくり、博物館の魅力と価値を高めるための寄付であることやそ
の成果の発信等、博物館内外の継続的なコミュニケーションが重要 

〇寄付受入をスムーズにするために、まず自治体内の財政担当者と館の魅力や価値、めざすビジョンの共有を進
め、館活動の充実や発展に繋がる制度設計を検討することが重要である。 

〇館内・館外ともに顔の見えるコミュニケーションを重ね、「相手に伝わる、相手がわかる言葉」で対話を行う
ことが求められる 
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③自治体における博物館に関する寄付の受入メニューや構造の把握 
 

(1) 一般寄付（個人） (2) 企業・団体からの寄付 
一般的な寄付として、個人から受け入れるもの。館内に募金箱
を設置し寄付を受け入れる方法や、寄付者からの寄付申込によ
って行われる方法がある。 

企業・団体からの寄付を募るもの。企画展など個々の事業への
協賛、サポーター制度、刊行物への広告、ネーミングライツ契
約などがある。 

(3) クラウドファンディング (4) ふるさと納税 
公立博物館で実施しているクラウドファンディングは、①ふる
さと納税型クラウドファンディング、②寄付型クラウドファン
ディング、③購入型クラウドファンディングがある。 

自分が居住する自治体以外の都道府県、市町村への個人が行う
寄付。寄付金の使途に自治体内の博物館の支援を設定し、寄付
を募る。 

(5) 企業版ふるさと納税 (6) 会員制度 
国の認定を受けた地方再生計画に位置づけられる自治体の地方
創生プロジェクトに対し、企業が寄付を行った場合に税制上の
優遇措置が受けられる仕組み。 

①年間パスポート、②友の会、③賛助会員・メンバーシップ、
④サポートクラブ・協力会等がある。寄付の意味合いが強いの
は③と④である。 

(7) 物品寄付 (8) 遺贈 
Amazon ほしい物リストの活用した取組が見られる。博物館側
がほしい物リストを作成し、支援する側はそのリストから商品
を購入、物品が博物館へ送られる仕組み。 

個人が自分の遺産を寄付するもの。近年公立博物館でも取り入
れられつつある。地元銀行と連携し、受入体制を整備する自治
体が見られる。 
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